
3.平成23年度の主な税制改正について

平成 23年度税需I改正の概要

(医政局抜粋)

平成 22年 12月

m)辱生労働省
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口番号の前に *印 を付 してある項目は主要望官庁が他省庁で、共同要望をしている項目

である。
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① 社会保険診療報酬に係る非課税措置の存続 〔事業税〕

医療 とりわけ社会保険診療の高い公共性に鑑み、社会保険診療報酬に

係る事業税の非課税措置を存続する。

なお、平成 22年度の議論を踏まえつつ、地域医療を確保するために必

要な措置について、来年 1年間議論 し、結論を得ることとされた。

② 医療法人の社会保険診療以外部分に係る軽減措置の存続 〔事業税〕

医療事業の安定性・継続性を高め、良質かつ適切な医療を効率的に提供

する体制の確保に資する医療法人制度を支援するため、医療法人の社会

保険診療以外の部分に係る事業税の軽減措置を存続する。

なお、平成 22年度の議論を踏まえつつ、地域医療を確保するために必

要な措置について、来年 1年 間議論 じ、結論を得ることとされた。

③ 高額な医療用機器に関する特別償却制度の適用期限の延長 〔所得税・法人税〕

医療保健業を営む個人又は法人が、取得価格 500万 円以上の医療用機器を取

得 した場合に、取得価格の 14%の 特別償却を認める特例措置の適用期限につい

て、対象機器の範囲から心電図及び顕微鏡を除外し、償去「率を 12%に 引き下げ

た上で 2年延長する。

④  医療安全に資す る医療機器等の導入に係 る特別償却制度の適用期限の延 長

〔所得税・法人税〕

医療保健業を営む個人又は法人が、医療安全に資する医療機器等を取得 した

場合に、取得価格の 20%の特別償却を認める特例措置について、対象機器の範

囲か ら、生体情報モニタ連動ナースコール制御機、注射薬 自動払出機、医療情

報読取照合装置及び特殊寝台を除外 し、償却率を 16%に 引き下げた上で適用期

限を 2年延長する。

*⑤  グ リー ン投資減税の創設 〔所得税、法人税、法人住民税、法人事業税〕

低炭素成長社会 の実現等 のために、病院等が C02排 出削減 に相 当程度

の効果 が見込 まれ る省エネ・ 低炭素設備 等 を取得 した場合 、取得価額 の

30%の 特別償却等 を認める特例措置を創設する。

*⑥ 試験研究費の総額に関する税額控除制度の存続 〔所得税、法人税〕

試験研究費総額の一定割合を納付税額から控除できる制度のうち、控除限度害1

合が拡充されている特例措置について、適用期限の到来をもつて廃止する。なお、

医薬品・医療機器関連企業等の試験研究を活性化するため、引き続き制度自体は

存続するとともに、新たに法人実効税率が 5%引 き下げられることとなつた。



4.医 療安全対 策 につ いて

厚 生労働 省 におい ては、平成 14年 4月 に医療安 全対策検討会議 にお い て取

りま とめた 「医療 安全推進総合対策 」及 び平成 15年 12月 の 「厚 生 労働 大 臣

医療事故対策 緊急 ア ピール 」 に基づ き、各般 の取組 み を進 めて きた ところで あ

る。

さ らに、平成 17年 6月 に医療 安全対策検討会議 において、 これ までの 「医

療 安全推進総合 対策」に基づ く対策 の強化 と新 たな課題 へ の対応 につ いて、「今

後 の医療 安全 対策 につ い て」 が と りま とめ られ 、 この報告書 に基づ き、各般 の

取組 の充実強化 を図 る とともに、平成 18年 の医療 法改正 においては、 医療安

全支援 セ ンター の制度化や全 ての医療機 関 に対 し医療 安全 の確 保 を義務 付 け る

な ど、総合 的 な取組 み を進 めてい る ところで あ る。

各都 道府 県 等 にお かれ て は、「医療 安 全 支援 セ ンター 」 の 円滑 な運 営及 び 二

次 医療 圏 にお け る体制整備 を引 き続 き推進 し、そ の充実強化 を図 る とともに、

管 下医療機 関 にお け る適 切 な医療 安全 の確 保 につ い て、立入検査等 を通 じて適

切 に指導す るな ど、積極 的 な取組 をお願 い したい。

(1)医 療安全支援 セ ンター の設置

医療安全 支援 セ ンター につ いて は、平成 16年 5月 に全 ての都道府 県 での

設置 を完 了 してい る ところで あ るが、二次 医療 圏及 び保健 所設置市 区の一部

で はまだ設 置 され てい ない状況 で あ るた め、早期設 置 に向けた積極 的 な取組

み をお願 い したい。

なお 、本 セ ンター設 置 に係 る経費 につ い ては、 医療 に関す る相談 は地域住

民 に身近 な事業 で あ る こ と、地方 自治体 にお け る主体 的 。自主的 な取組 み を

推進す る必要 が あ るこ とな どか ら、本 セ ンター に係 る人件 費 、基本運 営費 、

協議 会 の設 置・ 運 営 、各種研修 の実施 、相 談事例 の収集・情報提供 等 に係 る

経費 につい て、平成 15年 度 よ り地方財 政措置 を講 じてい る。

また、平成 18年 の医療法 改正 にお い て は、本 セ ンター を法律 上 に位 置 づ

け、その機 能 の充実強化 を図 つた ところで ある。

厚 生労働 省 にお いて は、各都道府 県等 にお け る本 セ ンター の設置 ・運 営 が

円滑 に進 め られ るよ う、相談職員等 に対す る研修 、相 談事例等 の収集 ・ 分析

・情 報提供 な どの総合 的 な支援 と して、「医療 安 全 支援 セ ンター総合 支援 事

業」 を引 き続 き実施す るこ ととしてい る。

(参 考 1)医 療 安全支援 セ ンター体制 図

(2)医 療機 関 にお け る医療安全 の確保

医療機 関 にお け る組織 的 な医療安全 の確 保 を図 るた め、平成 18年 の医療
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法 改正 に よ り、平成 19年 4月 か ら全 ての 医療機 関 に対 して、安全 に関す る

職 員 の研修 の実施 な ど医療安全 の確保 を義務 付 け、そ の充実強化 を図 つた と

ころで あ る。

各都道府 県等 にお かれ て は、医療機 関へ の立入 検 査等 を通 じて、管 下 医療

機 関 にお け る医療 事故 防止 対策 の取組 強化 が図 られ る よ う適切 な指導 をお願

い Lプセ1い 。

(3)医 療安全対策 に関す る情 報 の提供

現在 、医療事 故等 の事例 に関 しては、特 定機 能 病 院や 大学病 院等 に対 して

日本 医療機 能評価機 構 へ の報告 を義務付 け、 同機 構 にお いて収集・ 分析 し、

分析結果 を提供す る事業 を行 ってい る ところであ る。

さ らに、平成 18年 12月 よ り、同機 構 にお い て収集 され た事例 の うち特

に注意 が必 要 な事 項 につ い て は、「医療 安全 情報 」 と して 医療機 関等 に向 け

て月 1回 程度発信 してい る ところで ある。

これ らの情報 を各 医療機 関等 が活用 し、効果 的 な取組 み がな され るよ う、

各都道府 県等 にお かれ て も、引 き続 き管 下医療機 関等 へ の周知 をお願 い した

い 。

(参 考 2)医 療安全情報

(4)医 療安全推進 週 間の実施 (平成 23年 度 は 11月 20日 か ら 1週 間 )

厚 生労働 大 臣提 唱 の 「患者 の安全 を守 るた めの共 同行動 」 (PSA:Patient
Safcty Acuon)の 一環 として、 当該週 間 を中心 に、 医療安全 に関す るワー クシ

ョップ等 を開催 す る こ ととしてい る。

各都道府 県等 にお かれ て も、 引き続 き、 当該 週 間 に合 わせ て様 々 な事業 を

実施 す る ことに よ り、関係者 の意識啓発 を図 つてい ただ きたい。

(5)診 療行為 に関連 した死 亡の調査分析 モデル 事業

診療行 為 に関連 した死 亡の原 因 を調 査 し、再発 防止策 を検討 す る 「診療 行

為 に関連 した死 亡 の調 査 分析 モデル事業 」 を平成 17年 度 か ら国の補助事 業

として実施 してい る ところで あ る。

各都道府 県 (特 に地域 受付 窓 口が設置 され てい る都道府 県 )に おかれ ては、

当該 事業 に多 くの医療機 関が参加 され るよ う、管 下 の 医療機 関等 に対 し広 く

周知願 いたい。

(参 考 3)診 療行為 に関連 した死 亡の調査分析 モデル事業
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[酸素残量の未確認 ]

酸素ボンペ等の残量の確認に関連した事例が6件報告されています。(集計期間:

2007年 1月 1日～2010年9月30日、第17回報告書「共有すべき医療事故情判

(P183)一部を掲載)。
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※この医療安全情報は、医療事故情報収集等事業 (厚生労働省補助事業)において収集された事例をもとに、当事業の

一環として総合評価部会の専門家の意見に基づき、医療事故の発生予防、再発防上のために作成されたものです。

当事業の趣旨等の詳細については、当機構ホームベージに掲載されている報告書および年報をご覧ください。

httpノ/www med‐safeJp/

※この情報の作成にあたり、作成時における正確性については万全を期しておりますが、その内容を将来にわたり保証

するものではありません。

※この情報は、医療従事者の裁量を制限したり、医療従事者に義務や責任を課したりするものではありません。

財団法人 日本医療機能評価機構 医療事故防止事業部
〒101‐ 0061東 京都千代田区=崎町1417東 洋ビル

電話 :03・ 5217‐0252(直洒)FAX:03‐ 5217Ю 253(1勁日)

http://― icqhC Orip/html/index htm
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参考)酸素ボンペ使用可能時間(分)の一例 X醸素ポンペの使用可能な時間の目安を

お示ししています。

楽換痺式は、醸素使用可能時間[幻 =ポン
ペ害積[Lメ圧力計の表示[MPa]X10/
醸素流E[L/分 ]を使用しております

が、他の換輝式もあります。

豪酸素ボンペの書積を35Lとして計,し
ています。

※ポンペ内に残る醸素の■が言まれてい

ます。



平成13年

平成14年

平成16年

平成17年

9月

平成22年

事業の1背景と―経緯|

日本外科学会声明 診療行為に関連した「異状

死」について

日本内科学会「第二者機関設置等のための検

討委員会」発足

・4学会 (日 本内科学会、日本外科学会、日本病

理学会、日本法医学会)共同声明

・日本医学会基本領域19学会の共同声明

「診療行為に関連した患者死亡の届出について

～中立的専門機関の創設に向けて～」

日本学術会議 「報告 異状死等について 一日

本学術会議の見解と提言一』」

診薇行為に関連した死亡の調査分析モデル事

業開始 (運営主体 :日本内科学会)

日本内科学会に、日本外科学会、日本病理学

会、日本法医学会、日本医学会が運営主体に

加わり、「一般社団法人日本医療安全調査機

構」を設立

一般社団法人日本医療安全調査機構が運営主

体となる
4月

事業の滞れ
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彙付件数

件数

平成17年 5件

平成18年 34件

平成19年 21件

平成20年 24件

平成21年 18件

平成22年 3件 (1～3月 )/18件 (4～ 10月 )

合計 123件

※ 平成22年10月 20日現在

※ 運営主体は、平成22年3月 までは日本内科学会、

同4月 以降は日本医療安全調査機構

見直し|の方1向性

「これまでの総括と今後に向けての提言」 (平成22年 3

月)

○ 死亡時画像診断の活用

O迅速な報告書の作成

O調査手順の簡素化、標準化のための取り組み

O事例評価手法の標準化のための取り組み

○ 院内事故調査委員会が作成した報告書での調査・

評価の検討

○ 再発防止策の提言について、方法論も含めた検討

診療行為に関連した死亡について、専門家が事案の調査を行い、その原因を究明し、同様の事例の再発を防

止するための方策を専門的・学際的に検討し、医療安全の向上を図ること。(関係者の法的責任の追及を目的と

するものではない。)

診療行為に関連した死亡について、死因究明と再発

防止策を、中立な第二者機関において検討するのが適

切と考えられる事例。
また、警察に届け出られた事例についても、司法解

剖の対象とならない場合には、モデル事業の対象とし

て検討。
なお、本事業は、現行の制度の下で実施しているた

め、調査の過程で異状を認めた場合は、医師法第21条

又は死体解剖保存法第11条 に基づき24時間以内に所轄

警察署への届出が必要。

平成17年

平成18年

平成19年

平成20年

平成22年

東京都、愛知県、大阪府、兵庫県

茨城県、新潟県、札幌地域を追加

福岡県を追加

岡山県、宮城県を追加

札幌地域は北海道全域に拡大

現在、北海道、富城県、茨城県、東京都、新潟県、

愛知県、大阪府、兵庫県、岡山県、福岡県の10地域

|
|

一

|



5.特 定 機 能 病 院 の 承 認 状 況

.(平 成 22年 4月 1日現在 )

区分 医 療 機 関 名 所 在 地 審  議  日 承 認 効 力 日

1 国立がん研究センター中央病院 東 京 都 中 央 区 築 地 5丁 目 1番 1号 H  5   8   2 H  5.  9   1

2 国 立 循 環 器 病 研 究 セ ン タ ー 大 阪 府 吹 田 市 藤 白台 5丁 目 7番 1号 H  5   8   2 H  5   9   1

3 順天堂大学医学部附属順天堂医院 東 京 都 文 京 区 本 郷 3丁 目 1番 3号 H 5 10 26 H 5 12. 1

4 日 本 医 科 大 学 付 属 病 院 東 京 都 文 京 区 千 駄 木 1丁 目 1番 5号 H 5 10_26 H 5_12  1

5 日本 大学 医学 部 附属板橋 病 院 東 京 都 板 橋 区 大 谷 口 上 町 30番 1号 ‖ 5 10.26 H 5.12  1

6 東邦大学医療センター大森病院 東京都大 田区大森西 6丁 目 11番 1号 H 5 11.26 H 5 12  1

7 関 西 医 科 大 学 附 属 枚 方 病 院 大 阪 府 枚 方 市 新 町 2丁 目 3番 1号 H17.12 13 H18  1_  1

8 久 留 米 大 学 病 院 福 岡 県 久 留 米 市 旭 町 67番 地 H 5 11 26 H 5 12  1

9 里 大 学 病 院 神奈川県相模原市北里 1丁 目15番 1号 H 5 11 26 H 5 12  1

10 聖 マ リ ア ン ナ 医 科 大 学 病 院 榊奈川県川崎市官前区菅生 2丁 目16番 1号 H 5 11 26 H 5 12  1

11 東 海 大 学 医 学 部 付 属 病 院 神奈 川 県伊 勢原 市下糟 屋 143番 地 H 5 11.26 H 5 12  1

12 近 畿 大 学 医 学 部 附 属 病 院 大阪府大阪狭山市大野東 377番 地の 2 H 5 12  8 H  6   1    1
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13 自 治 医 科 大 学 附 属 病 院 栃 木 県 下 野 市 薬 師 寺 3311番 地 1 H 5 12  8 H 6.  1   1

14 長崎大学医学部・歯学部附属病院 長 崎 県 長 崎 市 坂 本 1丁 ロ フ番 1号 H 5 12  8 H  6   1    1

森 5 山 口 大 学 医 学 部 附 属 病 院 山 口県宇 都市 南 小 串 1丁 目 1番 1号 H 5 12  8 H  6   1    1

16 高 知 大 学 医 学 部 附 属 病 院 高知 県南 国市 岡豊 町 小蓮 185番 地 1 H 5 12  3 H  6   1   1

17 秋 田 大 学 医 学 部 附 属 病 院 秋 田 県 秋 田 市 本 道 1丁 目 1番 1号 H 5 12  8 H  6   1    1

18 東京慈恵 会 医科 大学 附属病 院 東京都港区西新橋 3丁 目 19番 18号 H 6  1 20 H 6   2   1

19 大 阪 医 科 大 学 附 属 病 院 大 阪 府 高 槻 市 大 学 町 2番 7号 H 6  1 20 H  6   2   1

20 慶 應 義 塾 大 学 病 院 東 京 都 新 宿 区 信 濃 町 35番 地 H 6  1 20 H  6   2   1

21 福 岡 大 学 病 院 福岡県福岡市城南区七隈 7丁 目45番 1号 H 6  1 20 H  6.  2   1

22 愛 知 医 科 大 学 病 院 贅知県愛知事長久手町大字岩作字「 又21番 浩 H 6  1 20 H 6  2  1

23 岩 手 医 科 大 学 附 属 病 院 岩 手 県 盛 岡 市 内 丸 19番 1号 H 6  1.20 H  6   2   1

24 獨 協 医 科 大 学 病 院 栃木県下都賀郡壬生町大字北小林880番地 H 6  2 17 H  6   3   1

25 埼 玉 医 科 大 学 病 院 埼玉県入間郡毛呂山町毛呂本郷 38番 地 H 6  2 17 H  6   3   1

26 昭 和 大 学 病 院 東 京都 品川 区旗 の 台 1丁 目 5番 8号 H 6  2 17 H  6   3   1
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27 兵 庫 医 科 大 学 病 院 兵 庫 県 西 宮 市 武 庫 川 町 1番 1号 H 6_ 2 17 H  6   3   1

28 金 沢 医 科 大 学 病 院 石川県河北郡内灘町字大学 1丁 目 1番 地 H 6  3 17 H  6   4   1

29 杏 林 大 学 医 学 部 付 属 病 院 東京都 三鷹 市新 川 6丁 目 20番 2号 H 6  3 17 H 6  4  1

30 川 崎 医 科 大 学 附 属 病 院 岡 山 県 倉 敷 市 松 島 577番 地 H 6  3 17 H 6  4  1

31 帝 京 大 学 医 学 部 附 属 病 院 東京都板橋区加賀 2丁 目 11番地 1号 H 6. 3.17 H  6   4   1

32 産 業 医 科 大 学 病 院 福岡県北九州市八幡西区医生ケ丘 1番 1号 H 6. 3 17 H  6   4   1

33 藤 田 保 健 衛 生 大 学 病 院 愛知県豊明市沓掛町田楽ケ窪 1番地の 98 H 6  4 12 H  6   5_   1

34 東京医科歯科大学医学部附属病院 東 京都 文京 区湯 島 1丁 目 5番 45号 H 6  6.15 H  6   7   1

35 千 葉 大 学 医 学 部 附 属 病 院 千葉県千葉市中央区亥鼻 1丁 目 8番 1号 H 6  6 15 H  6   7   1

36 信 州 大 学 医 学 部 附 属 病 院 長 野 県 松 本 市 旭 3丁 目 1番 1号 H 6  6 15 H 6   7_  1

37 富 山 大 学 附 属 病 院 富 山 県 富 山 市 杉 谷 2630番 地 H 6  6 15 H  6   7   1

38 神 戸 大 学 医 学 部 附 属 病 院 兵庫 県神戸市中央区楠町 7丁 目 5番 2号 H 6  6 15 H  6   7   1

39 香 川 大 学 医 学 部 附 属 病 院 香川県木田郡三木町大字池戸 1750-1 H 6_ 6 15 H  6   7.  1

40 徳 島 大 学 病 院 徳 島 県徳 島市蔵 本 町 2丁 目 50-1 H 6  7 20 H  6   8   1
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41 弘 前 大 学 医 学 部 rfl属 病 院 青 森 県 弘 前 市 本 町 53番 地 H 6  7 20 H  6   8    1

42 東 大 学 病 院 宮城 県仙 台市青 葉 区星 陵 町 1番 1号 H 6  7 20 H  6   8   1

43 国立大学法人岐阜大学医学部附属病院 岐 阜 県 岐 阜 市 柳 戸 1番 1 H16517 H16 5 20

44 広 島 大 学 病 院 広 島 県 広 島 市 南 区 霞 1丁 目 2番 3号 H 6  7 20 H  6   8   1

45 琉 球 大 学 医 学 部 附 属 病 院 沖縄 県中頭郡 西原 町字上原 207番 地 H 6  7 20 H  6   8   1

46 北 海 道 大 学 病 院 北海 道 札 幌市 北 区北 14条 西 5丁 目 H  6   9   5 H 6 10  1

47 旭 川 医 科 大 学 病 院 北海道旭川市緑が丘東 2条 1丁 目1番 1号 H 6  9  5 H 6 10  1

48 鳥 取 大 学 医 学 部 附 属 病 院 鳥 取 県 米 子 市 西 町 36番 地 の 1 H  6   9   5 H 6 10  1

49 愛 媛 大 学 医 学 部 附 属 病 院 愛 媛 県 東 温 市 志 津 りll 「1 6   9  5 H 6 10  1

50 宮 崎 大 学 医 学 部 附 属 病 院 宮崎県宮崎郡清武町大字木原 5200番 地 H  6   9   5 H 6 10  1

51 鹿 児 島 大 学 病 院 鹿児島県鹿児島市桜ケ丘 8丁 目35番 1号 H  6   9.  5 H 6 10  1

52 山 形 大 学 医 学 部 附 属 病 院 山 形 県 山 形 市 飯 田 西 2丁 目 2番 2号 H 6 10 21 H 6 11  1

53 二 重 大 学 医 学 部 附 属 病 院 二 重 県 津 市 江 戸 橋 2丁 目 174番 地 H 6 10 21 H 6.11  1

54 大 阪 大 学 医 学 部 附 属 病 院 大 阪 府 吹 田 市 山 田 丘 2番 15号 H 6 10 21 H 6 11  1
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55 岡 山 大 学 病 院 岡 山 県 岡 山 市 鹿 田町 2丁 目 5番 1号 H 6 10 21 H 6 11  1

56 大 分 大 学 医 学 部 附 属 病 院 大分県由布市挟間町医大ヶ丘―丁目 1番 地 H 6 10 21 H 6 11  1

57 福 井 大 学 医 学 部 附 属 病 院 福井県吉田郡永平寺町松岡下合月第23号 3番 H 6 11 21 H 6 12  1

58 新 潟 大 学 医 歯 学 総 合 病 院 新潟 県新潟市旭 町通 1番 町 754番 地 H 6 11 21 H 6 12  1

59 国立大学法人金沢大学附属病院 石 川 県 金 沢 市 宝 町 13番 1号 H 6 11 21 H 6 12. 1

60 熊 本 大 学 医 学 部 附 属 病 院 熊 本 県 熊 本 市 本 荘 1丁 目 1番 1号 H 6 11.21 ‖ 6 12  1

61 名 古 屋 大 学 医 学 部 附 属 病 院 愛知 県名古屋市 昭和 区饉 舞町 65番 地 ‖ 7  1.26 H  7   2   1

62 滋 賀 医科 大学 医学部 附属 病 院 滋 賀 県 大 津 市 瀬 田 月 輪 町 H 7  1 26 H  7   2   1

63 京 都 大 学 医 学 部 附 属 病 院 京都府京都市左京区聖護院川原町 54 H 7  1 26 H  7   2   1

64 島 根 大 学 医 学 部 附 属 病 院 島 根 県 出 雲 市 塩 治 町 89の 1 H 7. 1 26 H  7   2   1

65 山 梨 大 学 医 学 部 附 属 病 院 山 梨 県 中 央 市 下 河 東 1110番 地 H 7  2 20 H  7   3   1

66 浜 松 医科 大 学 医学 部 附 属 病 院 静岡県浜松市東区半田山 1丁 目20番 1号 H 7  2 20 H  7.  3   1

67 群 馬 大 学 医 学 部 附 属 病 院 群馬県前橋市昭和町 3丁 目39番 15号 H 7  2 20 H  7   3   1

68 佐 賀 大 学 医 学 部 附 属 病 院 佐 賀 県 佐 賀 市 鍋 島 5T日 1番 1号 H 7  2 20 H  7   3   1
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69 公立 尋 法 燃 議 鼎 距 れ 絆 Ⅷ 副 職 福 島 県 福 島 市 光 が 丘 1番 地 H18  3 27 H18  4  1

70 和 歌 山 県 立 医 科 大 学 附 属 病 院 和歌山県和歌山市紀三井寺 811番 地 1 H18  3 27 H18  4  1

筑 波 大 学 附 属 病 院 茨城 県 つ くば市天 久保 2丁 目 1番 地 1 H 7  3 15 H  7   4   1

72 東 京 大 学 医 学 部 附 属 病 院 東 京 都 文 京 区 本 郷 7丁 目 3番 1号 H 7  3 15 H  7   4.  1

73 九 州 大 学 病 院 福 岡 県福 岡市 東 区馬出 3丁 目 1番 1号 H 7  3 15 H 7  4  1

74 名 古 屋 市 立 大 学 病 院 愛知県名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄 1番地 H18  3 27 H18  4  1

75 公立大学法人奈 奈 良 県 橿 原 市 四 条 町 840番 地 H19  1 22 H19 4 1

76 札 幌 医 科 大 学 附 属 病 院 北海道札幌市中央区南 1条西16丁 目291番地 H19  1_22 H19  4  1

77 公立大学法人横浜市立大学附属病院 神奈川県横浜市金沢区福浦 3丁 目9番地 H17  3 30 H17  4  1

78 京 都 府 立 医 科 大 学 附 属 病 院 京薔府京都市上京区Я原町通広小路上る梶井町465 H20  3_27 H20  4  1

79 防 衛 医 科 大 学 校 病 院 埼 玉 県 所 沢 市 並 木 3丁 目 2番 地 H 9  1.22 H  9   2   1

80 大阪市立 大学 医学部 附属病 院 大阪府大阪市阿倍野区旭町 1丁 目5番 7号 H18  3 27 H18  4   1

81 地方独立行政法人大阪府立病院機構

大 阪 府 立 成 人 病 セ ン タ ー

大阪府大阪市東成区中道 1丁 目 3番 3号 H18  3 27 H18  4   1

82 東 京 女 子 医 科 大 学 病 院 東 京 都 新 宿 区 河 田 町 8番 1号 H19  8  9 H19  9  1
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83 東 京 医 科 大 学 病 院 東 京都 新宿 区西 新宿 6丁 目 7番 1号 1 :
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